
 

 

「沖縄県の契約に関する取組方針」の改定について 

 

 「沖縄県の契約に関する取組方針」（以下「取組方針」という。）策定後、全部局等

に対して文書で通知を行い、取組方針に掲げた取組のうち未実施のものについて早期

実施を促すとともに、条例の趣旨を踏まえた新たな取組について積極的に検討するよ

う依頼した。１月に部局等における今年度の実施状況について確認したところ、以下

のとおり取組の進捗があった。 

これらを反映させ、別添の資料３－２のとおり取組方針の改定を行う必要がある。 

 

 

１ 各取組における実施部局等の拡大 

取組方針に掲げた取組全 119 件(＊1) のうち、19 件について取組を実施している部

局等の追加があった。 (＊1) 既に全部局等で実施されている取組 20 件を除くと 99件 

 

取組部局等の追加があった 19 件の内訳 

○ 基本理念１「契約の締結に至る過程における透明性及び公平性の確保」に 

関するもの ２件 

○ 基本理念２「事業者等の適正な利益の確保」に関するもの ８件 

○ 基本理念３「労働環境の整備促進」に関するもの ９件 

 

２ 「今後実施を検討する取組」の進捗 

取組方針において、「今後実施を検討する取組」とした６件の取組のうち、３件に

ついては既に取り組みを開始した。 

残りの３件については、引き続き実施に向け検討を進めることとしている。 

 

既に取組を開始した３件の内訳 

○ 基本理念１「契約の締結に至る過程における透明性及び公平性の確保」に 

関するもの １件 

○ 基本理念３「労働環境の整備促進」に関するもの １件 

○ その他「地域経済への活性化等への配慮、社会的責任を果たす取組への配慮」 

に関するもの １件 
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「沖縄県の契約に関する取組方針」の改定について

取
組
番
号

区分 取組内容

取組の
時期

■既に実施
○今後検討

取組部局 改定理由

1　県契約の締結に当たって取り組むべき事項（第６条第２項第１号）

(1)契約の過程および内容の透明性の確保

11 業務委託
建設関連業務において、入札に係る発注見通しをホーム
ページ等で公表する。

■
農林水産部、土木建築部、
企業局

・取組部局等の追加 （2→3）

14 物品購入
一般競争入札に係る公告及び結果の公表をホームページ
等で行う。

■
保健医療部、農林水産部、
出納事務局、教育庁

・取組部局等の追加 （3→4）

(2)競争の公正性の確保

(3)談合その他不正行為の排除の徹底

29 共通
談合情報に適切に対応するため、工事請負及び建設関連
業務委託以外の契約についても、談合情報対応マニュア
ル等を作成する。

 ○
■

 全部局等
出納事務局

・既に実施している取組に変更
・取組部局等の追加（0→1）

2　県契約の適正な履行の確保に関する基本的な事項（第６条第２項第２号）

(1)適正な履行が通常見込まれない金額を契約金額とする契約の締結の防止

42 業務委託
庁舎等管理業務の入札において、最低制限価格を設定す
る。

■

総務部、保健医療部、商工
労働部、土木建築部、企業
局、病院事業局、議会事務
局、教育庁、県警本部

・取組部局等の追加 （4→9）

(2)価格以外の多様な要素の考慮

54 業務委託
建設関連業務等において、技術提案等を評価し最適な受
注者を選定するため、プロポーザル方式を実施する。

■
総務部、企画部、農林水産
部、土木建築部、教育庁

・取組部局等の追加 （4→5）

55 業務委託

主に価格以外の条件を重視する必要がある場合には、公
募等により業務内容等に係る企画を提案させ、提案者の
中から契約目的に最も適した者を選定する企画競争型随
意契約を行う。

■
知事部局、病院事業局、
教育庁

・取組部局等の追加
　　　　　　　　　（12→13）

※改定箇所を見え消し修正。取組部局は追加された部局等に下線。

基本理念２
「事業者等
の適正な利
益の確保」

改定案（再掲を除く）

項目

基本理念1
「契約の締
結に至る過
程における
透明性及び
公平性の確
保」
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取
組
番
号

区分 取組内容

取組の
時期

■既に実施
○今後検討

取組部局 改定理由項目

(3)適正な賃金水準の確保

58 業務委託
庁舎等管理業務の契約において、労働関係法令遵守の義
務付けや、必要に応じて法令遵守状況の調査を可能とす
る条項を契約書に明記する。

■

 知事公室、総務部、企画部、
環境部、子ども生活福祉部、
保健医療部、農林水産部、
商工労働部、土木建築部、企
業局、病院事業局、議会事務
局、教育庁、警察本部

・取組部局等の追加 （8→13）

(4)社会保険に係る法令遵守

62 工事請負
建設工事請負契約約款において、請負契約金額内訳書に
法定福利費を明示することを規定する。

■
企画部、農林水産部、土木
建築部、企業局、教育庁、
県警本部

・取組部局等の追加 （5→6）

63 工事請負
受注者(元請業者）と社会保険未加入者との一次下請契
約を原則として禁止する。

■
企画部、農林水産部、土木
建築部、企業局、教育庁、
県警本部

・取組部局等の追加 （5→6）

64 工事請負
受注者（元請業者）と社会保険未加入者との下請契約
（二次以下含む。）を原則として禁止する。

■
企画部、農林水産部、土木
建築部、教育庁、県警本部

・取組部局等の追加 （4→5）

66 工事請負
二次以下の下請業者について、社会保険加入状況を確認
するとともに、未加入の場合は改善指導を行う。

■
企画部、農林水産部、
土木建築部、教育庁、
警察本部

・取組部局等の追加 （3→5）

67 業務委託
建設関連業務の入札参加資格審査において、事業者が社
会保険の適用事業所の場合は、当該保険に加入している
こと等を要件とする。

■
企画部、農林水産部、
土木建築部、教育庁

・取組部局等の追加 （2→4）

68 業務委託
庁舎等管理業務において、入札時に雇用労働者の社会保
険への加入状況を書面で確認する。

■
総務部、環境部、保健医療
部、商工労働部、土木建築
部、病院事業局、警察本部

・取組部局等の追加 （1→7）

69 業務委託
入札や企画競争の参加資格審査において、事業者が社会
保険の適用事業所の場合は当該保険に加入していること
を要件とする。

■

総務部、企画部、環境部、
子ども生活福祉部、
農林水産部、商工労働部、
病院事業局、議会事務局、
教育庁、警察本部、
監査委員事務局

・取組部局等の追加 （7→11）

基本理念３
「労働環境
の整備促
進」
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取
組
番
号

区分 取組内容

取組の
時期

■既に実施
○今後検討

取組部局 改定理由項目

70 物品購入

「県が発注する物品の製造、買入れ、売払い等の競争入
札に参加する者の資格に関する規程」に定める競争入札
参加資格審査において、事業者の社会保険への加入状況
を要件とする。

 ○
■

出納事務局
・既に実施している取組に変更
・取組部局等の追加（0→1）

77 業務委託
建設関連業務において、業務環境改善要領を策定し特記
仕様書に明記する。

■ 農林水産部、土木建築部 ・取組部局等の追加（1→2）

(5)労働環境の整備・労働福祉の促進

3　県契約に関する施策を総合的に推進するために必要な事項（第６条第２項第３号）

(1)県内中小企業の受注機会の確保

83 工事請負
入札において、競争が確保されない場合を除き、契約の
内容に応じて地域要件を設定する。

■
総務部、企画部、
農林水産部、土木建築部、
企業局、教育庁

・取組部局等の追加（5→6）

88 業務委託
庁舎等管理業務の入札おいて、参加資格者数が一定程度
確保される業務について、地域要件を設定する。

■ 総務部、教育庁 ・取組部局等の追加（1→2）

89 業務委託
建設関連業務に係る入札において、競争が確保されない
場合を除き、契約の内容に応じて地域要件を設定する。

■
総務部、企画部、
農林水産部、土木建築部、
企業局、教育庁

・取組部局等の追加（5→6）

90 業務委託
建設関連業務の一般競争入札において、県内企業のみで
は対応が困難な業務については県内企業を構成員に加え
た共同企業体で発注する。

■ 企画部、企業局 ・取組部局等の追加（1→2）

91 業務委託
建築関係コンサルタント名簿（総合評価点順位）により
委託業務の委託金額及び設計難易度に応じて、入札参加
の条件を設定する。

■
農林水産部、
土木建築部、教育庁

・取組部局等の追加（2→3）

(2)県産品の利用の促進

(3)障がい者その他の就業支援が必要な者の雇用の促進に資する取組

(4)男女共同参画の推進に配慮した事業活動

(5)地域における雇用の確保

基本理念３
「労働環境
の整備促
進」
（つづき）

基本理念２
「事業者等
の適正な利
益の確保」

基本理念３
「労働環境
の整備促
進」
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取
組
番
号

区分 取組内容

取組の
時期

■既に実施
○今後検討

取組部局 改定理由項目

(6)事業者の有する専門的な技術又は伝統的な技能の承継

(7)県民の安全・安心な生活に資する取組

(8)環境に配慮した事業活動

113 共通
沖縄県環境保全率先実行計画に基づき、受託事業者に対
して、業務実施に当たっては環境に配慮を行うよう協力
を求める。

 ○
■

 全部局等
教育庁

・既に実施している取組に変更
・取組部局等の追加（0→1）

(9)その他の社会貢献活動

その他

▼地域経済
への活性化
等への配慮
▼社会的責
任を果たす
取組への配
慮等
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